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論 文 内 容 の 要 旨 
（１）研究の目的 
本研究では、重度肢体不自由児を自宅で育てる母親を研究対象とする。重度肢体不自由
児は、身の回りの世話が常に必要であることから、子どもにつきっきりで世話をしなけれ
ばならないという母親役割規範に加えて、療育を含めた医療ケアの担い手となることが母
親の日常生活に組み込まれ、その結果、母親が育児をひとりで抱えこみやすい。 
 本研究では､重度肢体不自由児の乳幼児期における「療育」を含めた医療ケアが、母親の
意識や行動にどのような影響を与えるのかを明らかにする。とくに、重度肢体不自由児の
母親が育児を抱えこむ要因と、育児を抱えこむことから解き放たれる要因の両者を明らか
にする。これらの結果をふまえて、重度肢体不自由児およびその母親の「参加」のために
必要な施策について考察する。 
 
（２）研究の方法 
 まず、母親役割を強化する言説についての議論を先行研究から整理し、障がい児を育て
る母親について、これまでどのようなことが明らかにされてきたかを検討した。 
 次に、日本の母子保健施策と障がい児施策の歴史的展開を調べることにより、①母子保
健施策が母親役割を強化した側面と、②障害児福祉施策が母親役割を強化した側面につい
て検討した。 
 続いて、先行研究の検討と施策の歴史的展開を踏まえて、重度肢体不自由児を育ててい
る親に対する調査の分析課題（リサーチクエスチョン）を３つ設定した。 
 分析課題１は「重度肢体不自由児の母親は、乳幼児期になぜ育児を抱えこむようになる
のか？」、分析課題２は「重度肢体不自由児の就学後において、母と子の参加を促進する要
因は何か？」、分析課題３は「重度肢体不自由児者の母親が育児や介護を抱えこむ要因とし
て、医療と福祉サービスの連携不足は影響するか？」と設定した。 
 分析課題１と分析課題２について、Ｕ市肢体不自由児者父母の会の母親の協力を得て、
16 ケースにインタビュー調査を行い、佐藤郁哉の質的データ分析法（佐藤 2008）を用い
た。 
 分析課題３については、Ｕ市肢体不自由児者父母の会に所属する者を対象とした会員の
うち、肢体不自由児者の年齢が就学年齢以降である 89 世帯を対象にアンケート調査を行
い、ほかの自治体アンケート結果と合わせて、医療と福祉サービスの連携不足は、重度肢
体不自由児の母親が育児や介護を抱えこむことに結びつくのかを検討した。 
最後に、インタビュー調査結果とアンケート調査結果から、重度肢体不自由児およびそ
の家族への施策上の課題を明らかにし、今後の施策を検討した。 
 
（３）結果 
 分析課題１についての分析結果として、重度肢体不自由児が関わる医療機関全体を通じ
て、母親は子どもの健康管理者としての観察や対応が求められることによって、母親が自
己の役割をケア役割に限定にすることに結びつくことが示唆された。〔医療システムヘの
包含〕プロセスは、母親が育児を抱えこむことを促進していた。親が子どもの障がいを認
識するまでのプロセスにおいて、夫との摩擦や、祖父母との摩擦、それに母親の孤独感が
あいまって、〔子どもの障がいを認識するまでの母親の葛藤〕が生じ、この葛藤は母親が育
児を抱えこむことを促進していた。 
 分析課題２についての分析結果は、重度肢体不自由児の母親にとって、〔差別と偏見を克
服〕することや、〔対人関係の広がりを実感できる〕ことによって、母子ともに他者との相
互作用の前向きな効果を認識する機会となり、育児を抱えこむことから脱するきっかけと
なっていた。また、夫や祖父母のサポートが得られることと、就学後に子どもの健康状態
が安定することによって〔これからの人生を考える〕ようになることが、このプロセスに
影響していた。 
 分析課題３についての分析結果として、医療ケアを必要とする子どもの母親は、福祉サ
ービスの利用を断られた経験をもつことが多く、サービスに信頼をおいていない傾向があ
った。このことは、母親が育児や介護を抱えこむ要因にもなっていた。福祉サービスの利
用ができないことや利用しづらい経験が積み重なることによって、母親は子どもの育児や
介護を他者に任せられないようになり、子どもと母親自身の自立に向けた生活を想像する
ことすらできなくなる傾向が調査結果から読みとれた。 
 これらのことから、以下の施策を提言した。 
 周産期母子センターでは、「NICU での母親に対する個別支援が可能となる看護職の人
員配置」、「NICU への面会通院時の交通費負担に対する社会手当」、「NICU での医療ソー
シャルワーカーの配置」などの施策によって、母親の負担軽減が期待できる。 
 専門療育機関では、「通園時の送迎サービス」、「保護者同伴通園の見直し」、「通所型医
療型児童発達支援センターにおけるソーシャルワーカーの配置」をすることで、母親の負
担軽減とともに、過度な育児の抱えこみを抑制する効果が期待できる。 
 病院では、「小児科診療の特徴をふまえた診療報酬点数加算」、「入院する子どもの権利
をふまえた療養環境の整備」、「長期入院時の付添いへの配慮と環境整備」によって、母親
の負担軽減と母親の「参加制約」も軽減できる。 
 在宅サービスでは、「余暇支援をふまえた子ども向けの宿泊訓練タイプの短期入所」、 
「短期入所受け入れ拡大に向けたスタッフを対象とした研修」、「子どもの成長発達を考慮
した子どもの居場所としての日中一時支援と放課後等デイサービスの拡充」、「重度障がい
児のための意思疎通支援に向けた支援者の専門的なスキルの確立と研修」などによって、
母親と子ども双方の「参加」促進が期待できる。 
 
 
［参考 各章の要旨］ 
第Ⅰ章 重度肢体不自由児の定義について説明し、類似している用語の違いを示した。
次に、障がいの有無に関係なく、乳幼児期の母親の標準的な生活について総務省統計局「労
働力調査」、総務省統計局「平成 23 年（2011 年）社会生活基本調査」を用いて特徴を示
した。次に、重度肢体不自由児の育児や介護が母親中心になされていることを示したうえ
で、生活上の困難について示した。そして､本研究の視点と方法について述べている。 
 
第Ⅱ章 母子関係に着目して育児の先行研究を検討した。最初に近代家族の特徴と近年
の育児の特徴について確認した。次に、障がいのある子どもの母親は、障がいのある子ど
もを産んでしまったという自責の念、母親が育児をするという役割規範を内面化すること
によって母親が障がい児の育児を抱えこむようになる。その一方で、親は子どもの障がい
を受けとめて、母親も子どもも自立を目指すことが先行研究によって明らかになった。 
 
第Ⅲ章 母子保健施策および障害児施策の歴史的変遷を振り返り、それらが母親役割を
強化した側面について検討した。母子保健施策は、1920 年代頃から乳児死亡率の改善を目
的として妊産婦の健康教育と健康管理を強化し、さらに戦後は出産後健診と母子手帳を通
じて、母親に乳幼児期の健康管理責任を与えた。また、障がい児福祉としての「療育」施
策は、母親に早期からの訓練を動機づけ、高度で専門的な健康管理責任と「療法士」役割
も課すことになった。 
 
第Ⅳ章 前半の第Ⅰ章から第Ⅲ章までの検討から演繹された分析課題（リサーチクエス
チョン）を整理した。分析課題１は「重度肢体不自由児の母親は、乳幼児期になぜ育児を
抱えこむようになるのか？」、分析課題２は「重度肢体不自由児の就学後において、母と子
の参加を促進する要因は何か？」、分析課題３は「重度肢体不自由児者の母親が育児や介護
を抱えこむ要因として、医療と福祉サービスの連携不足は影響するか？」と設定した。ま
た、後半の第Ｖ章と第 VI 章の調査協力者と調査方法について概要を説明した。 
 
第Ｖ章 U 市肢体不自由児者父母の会の会員のうちインタビュー調査に協力してくれた
16 ケースの母親の語りのデータを質的データ分析法で分析した結果、中核となる概念は
【重度肢体不自由児の乳幼児期に生じる母親の育児の抱えこみ】であったが、これは〔医
療システムヘの包含〕と〔子どもの障がいを認識するまでの母親の葛藤〕により構成され
ていた。これらに影響する要因として〔祖父母との摩擦〕、〔夫との摩擦〕、〔母親の孤独感〕
が関連していた。 
 
 次に、重度肢体不自由児の就学後において、母と子の参加を促進する要因を検討した。
その結果、参加の要因として中核となる概念は【これからの母と子の人生に向けて】であ
り、この概念は〔対人関係の広がりを実感できる〕、〔差別や偏見の克服〕､〔就学後の子ど
もの変化〕、〔これからの人生を考える〕で構成されている。これらに影響する要因は〔祖
父母のサポート〕、〔夫のサポート〕であった。 
 
第Ⅵ章 分析課題３「重度肢体不自由児者の母親が育児や介護を抱えこむ要因として、
医療と福祉サービスの連携不足は影響するか？」について検討した。まず、Ｕ市肢体不自
由児者父母の会の会員を対象としたＵ市肢体不自由児者父母の会アンケートにおいて、医
療ケアに関することについては、①医療ケアの必要性の有無、②必要な医療ケアの内容、
③医療ケアによる福祉サービスの利用制限、④福祉サービスの利用困難点、⑤居宅介護（ホ
ームヘルプ）サービス利用、⑥祖父母の母親支援、⑦母と子の自立に向けての考え、につ
いて分析した。 
 また、ほかの自治体のアンケートの回答の傾向についても検討した。その結果、医療と
福祉サービスの連携不足は、母親がいつまでも子どもの世話や介護を抱えこむ要因になっ
ていることが読みとれた。 
 
第Ⅶ章 後半の第Ｖ章と第 VI 章で､３つの分析課題について導かれた結果を示した。そ
して、そこから施策課題とそれに対応する提言を、（１）周産期母子医療センター、（２）
専門療育機関、（３）病院、（４）自宅（在宅）に分けて、研究成果の実践応用を総括とし
て試みた。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 3名の審査委員は、当該論文に関して審査対象者と 2時間に及ぶ口頭試問と審議を行い、
疑問点に関するやりとりをはじめとして、当研究の長所・短所についても慎重かつ率直な
議論を積んだ。ひいては、近い将来における専門書としての出版にかかわる改善点のアド
バイスにさえ話は及んだ。 
 そのため、諮問内容は大部にわたるが、ここでは、「審査結果の要旨」にとどめ、また何
よりも我が研究科の掲げている５つの審査基準に則して審査委員の評価を記す。 
 
（１）研究テーマが明確であり、社会的意義が認められるか 
 重度肢体不自由児・者とその母の社会参加を妨げる要因と促進する要因を明らかにする
というテーマは明確で、人権や社会参加という点から社会的意義は重要である。加えて､
医療ケアとの関わりで母子の関わりや社会とのつながりを考察しようとする意義は大きい。
これまで、福祉サービスと医療サービスとの連携についての研究は十分でないため、学問
的意義もまた認められる。 
（２）テーマに基づいて、適切な問題を設定し、一貫した論理展開がなされているか 
テーマに基づいて、適切な問題が設定されている。論理展開も良しとはするが、改善点
を末尾に挙げておく。 
 
（３）研究目的にふさわしい分析手法が用いられ､資料やデータの解釈は適切かつ厳密か 
インタビュー調査、質問紙調査、既存の調査の再検討と、研究目的にふさわしい分析手
法が用いられている。 
 
（４）先行研究や関連した研究を十分に調査し、的確に考察されているか 
先行研究や関連した研究の調査が十分に行われている。また、歴史的考察をふまえた指
摘も適切である。 
 
（５）研究テーマの分析内容、結論において、独自の知見など独創的な観点があるか 
医療ケアが必要なために福祉サービスを受けることができない、特に、施設利用の際に
福祉サービスが使えない、という現状の問題点を的確に指摘した。 
母親だけに育児が集中することにより、障がい児を抱える家族特有の問題が生まれる状
況とその社会制度上の対応に関する研究成果は、オリジナリティあふれるものである。 
 
 いくつかの難点も指摘される。とりわけ上記の（２）に関することであるが、論理展開
として、分析課題１と３は「抱えこみ」であるのに対し、分析課題２は「参加」である。
ならば、分析課題１→３→２とする方が、子どものライフステージに沿った１→２→３よ
りも分かりやすくなり、かつ何が明らかになったのかという「見せ方」に、より効果的で
あると思料される。 
 同様に、（３）や（４）にかかわるデータや先行研究の「見せ方」にも一工夫が必要であ
る。語句の説明、概念の定義、筆者の主張などに関しては、専門性が高く、なおかつ一般
読者にも受け入れやすい出版物としての完成度を求めたい。この長期にわたる研究は、学
際的であるだけではなく実践性をも兼ね備えているゆえ、過分の期待をするところとなっ
たことを付言しておく。 
 
 以上 5 つの基準に沿して総合的に判断した結果、本論文は博士論文として価値あるもの
と認める。 
